




まとめ 

 過去3年間にわたって,全国調査としては857例の妊娠例(主として社会的,教育的背景に

ついて調査)および 2,402 例の分娩例(主として産科異常,妊娠管理および児の養育状況を

調査)を集計分析した。このほか,地域的な調査として青森県において 10代分娩の児 17 例

を,また 65例で結婚の状態と産科的異常の関係を個別的にフォローした。さらに群馬県で

は 3才児検診時を対象に 10 代分娩児 41 例の長期予後を調査した。これらの結果,現時点で

は以下のようなことが結論できよう。 

1)10 代妊娠の中絶:10 代妊娠 857 名中 69.4%は中絶した。この割合を最近の統計にあては

めると 10 代の中絶数の実態は,全国で約 39,000 であり,したがって 10 代妊娠の総数は

43,000 前後と推定される。これはハイティーン(15才以上)少女の約 1パーセントに当る。 

2)10代妊娠の7割が中絶に終っており,また,たとえ分娩してもあとでのべるように児の養

育が負担となって,その後の生活はみじめなものとなるから,是非防止しなければならない。

これには母子保健を含めた性教育が必要となるが,今回の調査からはとくに人口10 万以下

の地域に普及させる必要があること,また性教育を受けたとしながら 1 回の性交で妊娠し

てしまった例のあることなどから,具体的,技術的な指導の必要性が強く示唆される。 

3)10 代分娩の産科異常については従来まとまった成績がない。今回の 2,400 例におよぶ調

査から若年かつ未婚ほど妊娠中の保健管理が不十分で,早産,低体重児が多いこと,分娩時

間が延長し,出血量が多くなることが示された。統計学的な有意差は 15 才と 16 才のあいだ

に現われたので,医学的な意味のハイリスクグループは,15 才以下と考えられる。 

4)児の養育状況を見ると,アンケート調査(128 例)でも,個別フォローアップ(17 例)でも,

若年では分娩しても相手が責任を取らず少女の大きい負担となって,その後の人生がみじ

めなものとなることがうかがわれた。行政的な配慮が必要であろう。 


